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麻生区内学校施設包括管理業務 公募型プロポーザル実施要領 

１ 目的

現在、川崎市（以下「本市」という。）では、保有する市立小中学校（以下「学校施設」という。）

の維持管理業務や修繕業務等を、教育委員会事務局において、施設・グループごと・業務ごとに管理

し、実施している。しかしながら、施設・グループごとに発注することによる維持管理水準のばらつ

きや技術職員の不足、膨大な事務手続き等が課題となっている。

そこで、以下に示す「麻生区内学校施設包括管理業務」（以下、「本業務」という。）を試行的に導入

して、民間のノウハウを活用して学校施設の安全・安心を確保しながら、効果的かつ効率的に維持管

理を行うこととした。

今後、この試行実施を通じて従来の課題解決の検証を行った上で、将来の全市展開も見据えた検討

を予定している。

以上を踏まえて、本プロポーザルは、民間事業者から提案を募り、本業務を担うにふさわしい事業

者又はグループを選定することを目的とする。

２ 業務の概要

(１) 業務の名称 

麻生区内学校施設包括管理業務

 (２) 業務内容 

ア 対象施設数 

麻生区内の市立小中学校 ２４校（うち２校は小中合築校）

イ 対象業務 

学校施設及びその付帯設備等に関する以下の業務とする。

（ア） 施設マネジメント業務（巡回点検、軽微な補修等を含む。）

（イ） 維持管理業務（保守点検、清掃等）

（ウ） 修繕業務（発注・工事監理・支払業務）※税込み 250 万円以下の案件に限る。

    詳細は、別添資料２「麻生区内学校施設包括管理業務仕様書（案）」及び別添資料３「対象施設・

対象業務及び設備一覧表」による。

(３) 履行期間 

契約締結日から令和９年３月３１日（業務期間は令和６年４月１日からの３年間）

※債務負担行為に基づく複数年契約とする。

(４) 本業務に係る提案上限金額（消費税及び地方消費税を含む。） 

   １５０，０００，０００円／年

   令和５年度は業務開始前のため、支払額は０円とする。

また、上記金額は、年間の施設マネジメント業務及び維持管理業務に当たる経費であり、修繕業

務の経費については、提案から除くものとする。

   なお、修繕業務の過去の実績は、別添資料７「平成 30 年度～令和２年度における校舎微破損・軽

易工事契約（麻生区）実績」による。
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３ 全体スケジュール

内容 期日

実施要領等の公表 令和５年５月１日（月）

質問書の受付 令和５年５月１日（月）～令和５年５月１２日（金）

質問に対する回答 令和５年５月１９日（金）～令和５年５月２４日（水）

参加意向申出書等受付 令和５年５月２９日（月）～令和５年６月２日（金）

提案資格確認結果通知 令和５年６月７日（水）～令和５年６月９日（金）

施設見学会申込受付 令和５年６月１２日（月）～令和５年６月２３日（金）

施設見学会 令和５年７月４日（火）

企画提案書受付 令和５年７月１０日（月）～令和５年８月４日（金）

提案に関するヒアリング 令和５年８月３１日（木）

審査結果通知・公表 令和５年９月５日（火）～令和５年９月７日（木）

優先交渉権者との詳細協議 審査結果通知～契約締結日

契約締結 令和５年１０月２日（月）～

包括管理業務開始 令和６年４月１日（月）～令和９年３月３１日（水）

※やむを得ず変更する際は、本市ホームページ・電子メール等を通じ、周知する。

４ 資格要件

(１) 応募者の構成等 

本業務の応募者の構成等については、以下のとおりとする。

ア 応募者は、包括管理業務を担う能力を有する単独事業者又は複数の事業者の共同体（以下「グ

ループ」という。）とする。 

イ グループで応募する場合は、代表事業者を１者選定し、それ以外の事業者は構成事業者とす

る。 

ウ グループで応募する場合は、参加意向申出時に構成事業者を明らかにし、各々の役割分担を

明確にする。 

エ ウの場合において、参加意向申出後の応募者の構成事業者の変更は原則として認めない。た

だし、市が承認した場合は、この限りではない。 

オ 一グループの構成事業者は、他のグループの構成事業者にはなれない。 

カ 応募者は、本実施要領等の内容を熟知し、業務内容等を十分に理解した上で当該公募プロポ

ーザルに参加すること。 

(２) 応募者の参加資格要件 

応募にあたり、応募者は以下の要件を満たすこと。

グループの場合には、代表事業者及びすべての構成事業者がこれらの要件を満たすこと。

ただし、キ及びクについては、代表事業者が資格要件を満たすことにより、グループとして資格

要件を満たすものとする。

ア 川崎市契約規則（昭和 39 年 4 月 1 日規則第 28 号）第 2 条及び川崎市競争入札参加資格者指

名停止等要綱（昭和 63年 9月 1 日施行）の規定に基づく資格停止期間中でないこと。 

イ 令和５・６年度川崎市業務委託有資格業者名簿において、業種「その他業務」、種目「その他」
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に登録されていること（本実施要領公表の日において未登録の場合は、参加意向申出の前日ま

でに登録の申請をすること。）。 

ウ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

エ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の 4の規定に該当しない者であること。 

オ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続き開始の申立て、民

事再生法（平成 11 年法律第 225号）第 21条の規定に基づく再生手続き開始の申立て又は破産

法（平成 16年法律第 75号）第 18 条若しくは第 19 条の規定に基づく破産手続開始の申立てが

なされていない者であること。 

カ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 28 条第 3 項若しくは第 5 項の規定による営業停止の

処分を受けていないこと。 

キ ビルメンテナンス等の業務責任者として自社で通算５年以上の実務経験を有し、本業務に必

要な技術力、マネジメント能力及び日本語が堪能で、コミュニケーション能力を有するものを

本業務の総括責任者として選任すること。 

ク 業務遂行、緊急対応及び連絡・調整・打合せ等に関し、迅速に対応できる体制を構築するため、

川崎市内に拠点を設けること（なお、拠点設置に要する一定程度のスペースについては、必要

に応じ、本市が無償で提供する。）。 

ケ 応募者は、次のいずれにも該当しない者であること。 

（ア） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 2号

に規定する暴力団又は川崎市暴力団排除条例（平成 24 年 3 月 19 日条例第 5 号）第 7 条に

該当する者

（イ） 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23条第 1項又は第 2項に

違反している者

＊なお、競争入札参加資格申請については、財政局契約課に問い合わせること。

(３) 応募に関する留意事項 

   本プロポーザルは、川崎市プロポーザル方式（業務委託）実施ガイドライン（平成 19 年 4 月 1 日

施行、以下「ガイドライン」という。）に基づき、手続きを進める。

ア 実施要領等の承諾 

応募者は、実施要領等に記載された内容を承諾の上、応募に参加すること。

イ 応募に伴う費用負担 

応募に伴う費用は、すべて応募者の負担とする。

ウ 使用言語、単位及び時刻 

本業務の応募に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成 4 年法律第 51 号）に定め

るもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。

エ 公正な応募の確保 

応募に当たって、応募者は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律

第 54号）に抵触する行為を行ってはならない。なお、後日、不正な行為が判明した場合、契約の

解除等の措置を取ることがある。

オ 応募に係る提出書類の取扱い 

（ア） 著作権

本業務の提案書類の著作権は応募者に帰属するものとし、審査結果の公表以外には使用し
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ないものとする。ただし、選定された事業者の提案書類は、本市が必要と認める時には、提案

書の全部又は一部を無償で使用できるものとする。また、応募者からの提出書類は返却しな

い。

（イ） 特許権等

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護

される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方法等を使

用した結果生じた責任は、原則として提案を行った応募者が負うものとする。

（ウ） 情報公開

提出書類は、川崎市情報公開条例（平成 13 年 3 月 29 日条例第 1 号）第 8 条各号に掲げる

ものを除き、情報公開の対象となる。

カ 市の提供する資料の取扱い 

応募者（応募を辞退した者を含む。）は、本市が提供する資料を本業務の応募の検討以外の目的

で使用することはできない。

(４) 失格要件 

次の失格要件に該当する者と認められた場合は、審査の上、失格とする。

ア  上限金額を超える提案をした場合 

イ 企画提案書等（以下「提案書」という。）の内容が、本実施要領の示す要件を満たしていない

場合 

ウ 提案書に不備がある場合（軽微な場合を除く。） 

エ 著しく信義に反する行為があった場合 

オ 提案書の内容が、法令違反等著しく不適当な場合 

カ 提案書の公平性に影響を与える行為があった場合 

キ 提出された書類に虚偽の記載があった場合 

ク 提案書の提出がない場合 

ケ 提案に関するヒアリングに参加しなかった場合（ただし、参加資格審査で選定外となった場

合を除く。） 

コ その他、本実施要領の内容に違反した場合 

５ 応募の手続

(１) 実施要領等の公表 

ア 公表日 令和５年５月１日（月） 

イ  公表場所 本市ホームページ 

ウ  取得方法 上記からのダウンロード 

(２) 実施要領等に関する質問の受付・回答の公表 

本プロポーザルに関して質問がある場合は、「様式第１号 質問書」にて提出すること。

ア  受付期間 令和５年５月１日（月）～令和５年５月１２日（金） 

イ  提出先 川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室 

ウ  提出方法 電子メール（88seibi@city.kawasaki.jp 宛） 

エ  回答 令和５年５月２４日（水）までに、質問者に対して電子メールで回答するととも

に、随時、本市ホームページにてまとめたものを公開する。 
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オ  備考 期間中、質問書の提出は複数回行っても差支えないものとするが、可能な限りま

とめて提出すること。 

(３) 参加意向申出書等の提出 

応募者は、次のとおり必要書類を提出すること。

ア 受付期間 令和５年５月２９日（月）～ 令和５年６月２日（金）（郵送の場合は必着） 

持参する場合の受付時間 午前８時３０分～午後５時１５分 

※ただし、午後１２時～午後１時、土日、祝日は除く。 

イ 提出先   川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室 

ウ  提出書類 

    次の書類各１部を、Ａ４縦長ファイルに綴じたものを提出すること。グループの場合は、（カ）

～（ケ）について、代表事業者及びすべての構成事業者のものを提出すること。また、ＣＤ又は

ＤＶＤの記録媒体によるＰＤＦデータについても同時に１部提出すること。

（ア）参加意向申出書（ガイドライン様式２）

（イ）事業者概要（様式第２号）

     記載内容の補足として、パンフレット等を追加で添付しても構わないものとする。

（ウ）総括責任者実務経験実績表（様式第３号）

（エ）類似業務実績一覧表（様式第４号、契約書の写し等）

（オ）グループ結成届（様式第５号）

     構成事業者の間で交わされた契約書または覚書等の内容を添付すること。

（カ）資格証明書（様式第６号）

（キ）商業登記簿謄本

     現に効力を有する部分の謄本で、受付日前３か月以内に発行されたものとする。

（ク）納税証明書

     最新決算年度の確定申告分の法人税及び法人事業税の納税証明書を１通ずつ綴じたものと

する。なお、事務所の所在地が複数箇所ある場合には、本社所在地の官公庁で発行する納税証

明書を提出すること。

（ケ）財務諸表（写し可）

     最新決算年度の貸借対照表、損益計算書、利益処分（損失処理）計算書等の財務諸表を綴じ

たものとする。

エ 提出方法 持参又は郵送 

オ 参加資格審査及び結果の通知 

提出された書類に基づき、参加資格について審査し、その結果を令和５年６月９日（金）まで

に「提案資格確認結果通知書（ガイドライン様式３）」を電子メール及び郵送にて送付する。

提案者として選定された事業者（以下「提案者」という。）は、同時に送付する「提案書の提出

依頼書」について、下記（５）に基づき、提案書の提出を行うこと。

カ 配布資料の送付 

    提案者に対して、提案書類等の作成に必要な次の配布資料を電子データで配布する。

（ア）各施設配置図（令和３年度末時点）

（イ）平成 30年～令和２年度における校舎微破損・軽易工事契約（麻生区）実績明細

（ウ）平成 31（令和元）年度～令和３年度における維持管理・保守点検契約実績明細 
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（エ）個別契約時の維持管理・保守点検仕様書

（オ）令和４年度設備保守点検業務（麻生区）結果

      ※ただし、直近の点検等が令和３年度以前の場合は、当該年度の結果

（カ）軽易工事保留・未対応案件一覧

（キ）大規模改修工事（設計工事）実績

（ク）川崎市学校施設長期保全計画等に基づく令和６～８年度設計工事予定（令和５年４月時点）

（ケ）平成２６年３月策定「学校施設長期保全計画（概要版）」

(４) 施設見学会 

   提案者のうち希望する者（以下「見学希望者」という。）は、以下のとおり、現地の施設状況を

把握する目的として、本業務対象施設の施設見学会に参加することができる。見学希望者は、「様

式第７号 施設見学会申込書」を提出すること。

見学日時、集合場所等の詳細は電子メールにて見学希望者へ連絡する。

なお、施設見学会への参加は提案審査に影響するものではない。

ア 受付期間 令和５年６月１２日（月）～ 令和５年６月２３日（金） 

イ 提出先 川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室 

ウ 提出方法 電子メール（88seibi@city.kawasaki.jp 宛） 

エ 費用負担  見学に必要な交通費等の経費はすべて見学希望者の負担とする。 

          （学校施設の駐車場は使用できないため、公共交通機関を利用すること。）

オ 日程    令和５年７月４日（火） 

カ 見学施設  はるひ野小学校・中学校、片平小学校、白鳥中学校 

          （突発的な工事等のやむを得ない事情により、変更となる可能性がある。）

 (５) 提案書の提出 

提案者は、次のとおり提案書を提出すること。

ア 受付期間 令和５年７月１０日（月）～ 令和５年８月４日（金）（郵送の場合は必着） 

持参する場合の受付時間は、「５ 応募の手続 （３）ア」を参照 

イ 提出先 川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室 

ウ  提出書類 

（ア）企画提案書

ａ 本業務の実施方針（様式第９号）

ｂ 業務実施体制・内容、スケジュール（様式第 10号）

ｃ 業務品質の確保（様式第 11号）

ｄ 全体の業務フロー、施設巡回業務体制（様式第 12 号）

ｅ 維持管理業務の実施方針、実施体制等（様式第 13 号）

ｆ 修繕業務の実施方針、実施体制等（様式第 14号）

ｇ 学校運営に関する緊急対応体制及び対策（様式第 15号）

ｈ モニタリングの実施（様式第 16号）

ｉ 情報管理・システム活用（様式第 17号）

ｊ 市内経済波及効果（様式第 18 号の 1～2）

ｋ 事業者提案（様式第 19 号）
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（イ）参考見積額及び積算内訳（様式第 20号）

   内訳項目ごとに金額を記入し、一括金額計上等の不明瞭な記載方法としないこと。 

また、提案者の責務によらない社会的経済的動向等の物価変動リスクについては、契約締結

後の協議により勘案するものであることから、参考見積額に含めないものとする。

エ 提出方法 持参又は郵送 

オ その他 

（ア）企画提案にかかる 一切の費用は提案者の負担とする。

（イ）提案書の作成に当たっては、可能な限り具体的かつ、専門知識を有しない者でも理解でき

るよう分かりやすい表現に努めること。

（ウ）パンフレット等の提出は不要とする。

（エ）提出書類の提出後の修正、変更及び追加は認めない。

（オ）提案書の提出は、１事業者又はグループにつき１提案に限る。

（カ）企画提案を辞退する場合は、「様式第８号 参加辞退届」を提出すること。なお、辞退する

ことによるペナルティーは発生しない。

(６) 提案書の作成要領 

各様式の記述条件や注意事項を確認した上で、具体的な提案書を作成すること。 

ア 体裁及び構成 

（ア） 紙媒体

Ａ４判（用紙縦置き、横書き）両面印刷を左綴じで製本したもの・・・６部（正本１部、副

本５部）

（イ） 記録媒体

ＣＤ又はＤＶＤの記録媒体によるＰＤＦデータ・・・１部

     なお、データの形式は、Microsoft PowerPoint、Microsoft Word、Microsoft Excel、Acrobat Reader

（PDF）で表示、印刷できるものとする。

（ウ） 表紙等

件名である「麻生区内学校施設包括管理業務 公募型プロポーザル企画提案書」を記した

表紙を１枚目、ページ構成を２枚目とし、３枚目以降にページ番号を付番すること。

また、紙媒体には様式ごとにインデックスを付けること。

（エ） フォント

ＭＳ明朝 10.5 ポイント以上とすること。

（オ） 構成

提案書は表紙及びページ構成を除き、30 ページ以内とすること。

イ その他留意事項 

（ア） 文章を補完するための写真、イラスト等の使用は任意とする。

（イ） 提案書の印刷の色は、カラー、白黒を問わない。

（ウ） 提案書に事業者名、ロゴマーク等、提案者を特定できる表示は一切行わないこと。

６ 選定に関する事項

(１) ヒアリングの開催 

ア 開催日時  令和５年８月２８日（月）～令和５年８月３１日（木） 
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上記のいずれか１日で開催するものとし、時間の詳細は「提案書の提出依頼書」

とともに送付する。

イ 開催場所  川崎市役所第４庁舎 ４階 第１会議室 

ウ 開催方法  提案者によるプレゼンテーション（20 分以内）及び質疑応答（20分程度） 

エ 出席者   ５人以内とし、総括責任者は必ず出席すること。 

オ その他   提案資料のみを使用して説明するものとし、パネルの使用や新たな資料の提示

は認めない。 

(２) 審査方法等 

ア 提案の審査及び優先交渉権者の選定 

（ア）審査は、本市が設置する附属機関（以下「選定委員会」という。）にて、非公開により実施

する。

（イ）審査について、提案者は対面により実施する。なお、選定委員においては非対面（オンラ

イン）での対応となる場合がある。

（ウ）選定委員会は、提案内容について、評価項目及び審査基準に基づき総合的に審査し、優先

交渉権者及び次点の事業者を選定する。

（エ） 提案者が多数の場合は、提案書による一次審査を行い、ヒアリングを実施する提案者を５

者程度に限定することがある。

（オ）提案者が１者のみの場合であっても、選定委員会において提案内容の審査を行い選定の可

否を決定する。

（カ）金額の総額の項目を除く点数の合計が 162 点（当該配点の６割）を下回る場合は、優先交

渉権者とはしない。

（キ）公募開始日から過去３年以内の処分歴等について、最大 10％の減点評価を行う。

イ 審査結果の通知及び公表 

（ア）審査結果は、提案者すべてに「結果通知書（ガイドライン様式５）」を送付するとともに、

本市ホームページで公表する。

（イ）審査結果に関する質問等については、書面により受付ける。その場合、審査結果通知日（本

市ホームページ公表日）の翌日から起算して３日以内（土日、祝日は除く。）に書面を提出す

ること。

ウ 評価項目及び審査基準 

    別添資料 10「評価項目及び審査基準」による。

７ 契約手続

（１）契約の締結 

ア 契約内容は、優先交渉権者の提案内容に基づき、本市と協議の上、決定する。 

イ 優先交渉権者は、本市との協議が整った後、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号に

規定されている随意契約により契約を締結する。 

ウ 優先交渉権者は、契約締結に際して協議により決定した業務内容に対する見積書及び積算内

訳等を、ヒアリング時の参考見積額及び積算内訳を踏まえて提出すること。 

エ 優先交渉権者が失格となった場合又はその他の理由により契約締結が不可能となった場合は、

次点の事業者と協議を行う。 
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 (２) その他留意事項 

ア 提出後における書類の差替え及び再提出は認めない。 

イ 本プロポ―ザルは優先交渉権者を選定するものであり、契約の締結を担保するものではない。 

ウ 契約の締結に際し、優先交渉権者が本プロポーザルにおいて失格事項に該当していたことが

明らかになった場合又は提案内容において著しく実現性から乖離した提案を行っていたこと

が明らかになった場合は、契約を締結しないことがある。 

エ 契約締結後においても、受注者が本プロポーザルにおいて失格事項に該当していたことが明

らかになった場合又は提案内容において著しく実現性から乖離した提案を行っていたことが

明らかになった場合は、契約を解除することができる。 

オ 本業務の受注者は、川崎市契約規則に基づき、契約締結前に契約保証金の納付又はそれに代

わる担保の提供を行うこと。 

８ 問合せ先

川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室 学校整備プロジェクト推進担当

住 所：〒210－0004 川崎市川崎区宮本町 6番地 明治安田生命川崎ビル 5階

電 話：044－200－0753（直通）

メール：88seibi@city.kawasaki.jp

９ 別添資料

(１) 委託契約書（頭書）及び委託契約約款 

(２) 麻生区内学校施設包括管理業務仕様書（案） 

(３) 対象施設・対象業務及び設備一覧表 

(４) 維持管理業務個別仕様書 

(５) 維持管理業務個別報告書様式 

(６) はるひ野小学校・中学校 受付・校務業務個別仕様書 

(７) 平成 30 年度～令和２年度における校舎微破損・軽易工事契約（麻生区）実績 

(８) 平成 31（令和元）年度～令和３年度における維持管理・保守点検契約実績 

(９) 現行の業務フロ－ 

(１０) 評価項目及び審査基準 

(１１) 麻生区内学校施設包括管理業務委託提出書類様式集 

(１２) 麻生区内学校施設包括管理業務における予想されるリスク及び責任分担 

１０ 関連ホームページ

川崎市競争入札参加資格名簿 

https://www.city.kawasaki.jp/233300/category/253-3-0-0-0-0-0-0-0-0.html 


